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○津和野町建設工事に係る共同企業体取扱要綱 

平成17年９月25日 

告示第67号 

(趣旨) 

第１条 この告示は、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の５第１項及び第167

条の11第２項の規定に基づき、町が発注する建設工事(建設業法(昭和24年法律第100号。

以下「法」という。)第２条第１項に規定する工事をいう。以下同じ。)の請負契約に係る

一般競争入札又は指名競争入札(以下「競争入札」という。)に共同企業体を結成して参加

する者に必要な資格、その審査その他必要な事項について定めるものとする。 

(定義) 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 一般共同企業体 中小建設業者が継続的な協業関係を確保することにより、その経

営力及び施工力を強化することを目的として結成された共同企業体をいう。 

(2) 特別共同企業体 大規模で技術的難度の高い建設工事の確実かつ円滑な施工を図る

ことを目的として建設工事ごとに結成された共同企業体をいう。 

(一般共同企業体として競争入札に参加する者に必要な資格) 

第３条 一般共同企業体を結成して競争入札に参加しようとする者は、当該一般共同企業体

が次の各号に掲げる要件を満たすことについて町長の認定を受けなければならない。 

(1) 共同企業体を構成する建設業者(以下「構成員」という。)の総数が、２業者又は３

業者(継続的な協業関係が確保され、工事の円滑な施工に支障がないと認められるとき

は、４業者又は５業者)であること。 

(2) 津和野町建設工事請負契約競争入札参加資格審査要綱(平成17年津和野町告示第65

号。以下「審査要綱」という。)第８条第１号又は第２号の規定により入札参加資格の

有効期間が満了する日(同日後に請負契約の履行後３月を経過する日が到来するときは、

その日)まで存続するものであること。 

(3) 建設工事についてかし担保責任がある場合には、存続期間満了後においても、各構

成員が連帯してその責めを負うものであること。 

(4) 原則として、各構成員が対等の立場で一体となって施工する運営形態であること。 

(5) すべての構成員に認定を受けようとする建設工事の種類(審査要綱第４条第１項に

規定する建設工事の種類をいう。以下同じ。)に係る主任技術者(法第26条第１項に規定
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する主任技術者をいう。以下同じ。)となることができる者で国家資格を有するもの又

は監理技術者(同条第２項に規定する監理技術者をいう。以下同じ。)となることができ

る者が存し、構成員のいずれかがその者を工事現場ごとに専任で配置し得ること。 

(6) 各構成員が次に掲げる要件を満たすものであること。 

ア 県内に主たる営業所(法第３条第１項に規定する営業所をいう。)を有すること。 

イ 審査要綱第３条の規定により認定を受けた者(以下「有資格者」という。)であるこ

と。 

ウ 建設工事の種類が同一である他の一般共同企業体の構成員でないこと。 

エ 出資比率が均等割の10分の６以上であること。 

オ 原則として、認定を受けようとする建設工事の種類について元請としての施工実績

があること。 

カ 認定を受けようとする建設工事の種類について、法第３条第１項の許可を有して３

年以上営業していること。 

(一般共同企業体の入札参加資格審査の申請手続) 

第４条 前条の資格の認定を受けようとする者は、一般共同企業体入札参加資格審査申請書

(様式第１号)に次の各号に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。 

(1) 一般共同企業体協定書(様式第２号)の写し 

(2) 一般共同企業体経営事項審査表(様式第３号) 

(3) 委任状(様式第４号) 

(4) 構成員の直前の経営事項審査(法第27条の23第１項に規定する経営事項審査をい

う。)の結果通知書の写し 

(5) 前号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

(適用) 

第５条 第３条の資格の認定、審査、有効期間等については、前２条に定めるもののほか、

審査要綱(随時審査に関する部分を除く。)の定めるところによる。 

(特別共同企業体の対象工事) 

第６条 特別共同企業体を競争入札に参加させることができる建設工事は、次の各号のいず

れかに該当する建設工事であって、その確実かつ円滑な施工を図るため必要があると認め

られるものとする。 

(1) 橋梁 E

りよう

A、トンネル、ダム、下水道、港湾、建築物等の建設工事で、分割施工が困難で

あり、かつ、大規模なもの 
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(2) 特許工法、特殊工法等の高度な技術を要する建設工事 

２ 前項の規定は、当該建設工事を確実かつ円滑に施工することができると認められる有資

格者を単独で競争入札に参加させることを妨げない。 

(特別共同企業体の対象工事の公告) 

第７条 町長は、建設工事の競争入札に特別共同企業体を参加させようとするときは、あら

かじめその旨及び次の各号に掲げる事項を公告するものとする。 

(1) 工事名 

(2) 工事場所 

(3) 工事の概要 

(4) 次条に規定する資格 

(5) 第９条の申請の受付期間及び受付場所 

(6) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

(特別共同企業体として競争入札に参加する者に必要な資格) 

第８条 前条の規定により公告された競争入札に特別共同企業体を結成して参加しようと

する者は、当該特別共同企業体が次の各号に掲げる要件を満たすことについて町長の認定

を受けなければならない。 

(1) 構成員の総数は、町長がその都度定める数(当該建設工事が著しく大規模で技術的難

度の高い場合を除き、２業者又は３業者に限る。)以内であること。 

(2) 構成員のうち最大の施工能力を有する者が代表者であり、かつ、その者の出資比率

が最大であること。 

(3) 当該建設工事の請負契約の履行後12月を経過する日まで存続するものであること。 

(4) 各構成員が次に掲げる要件を満たすものであること。 

ア 当該建設工事の全部又は一部と同種の工事を含む建設工事について元請としての

施工実績があり、かつ、当該建設工事と同種の建設工事の施工実績について町長がそ

の都度定める要件を満たすこと。 

イ 当該建設工事の属する建設工事の種類について、法第３条第１項の許可を有して５

年以上営業していること又は相当の施工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保

できると認められること。 

ウ 当該建設工事の属する建設工事の種類に係る主任技術者で国家資格を有するもの

又は監理技術者を工事現場ごとに専任で配置し得ること。 

(5) 第３条第３号、第４号及び第６号エに掲げる要件 
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(特別共同企業体の入札参加資格審査の申請手続) 

第９条 前条の資格の認定を受けようとする者は、特別共同企業体入札参加資格審査申請書

(様式第５号)に次の各号に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。 

(1) 特別共同企業体協定書(様式第６号)の写し 

(2) 第４条第３号及び第４号に掲げる書類 

(3) 前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

(特別共同企業体の入札参加資格審査結果の通知) 

第10条 町長は、第８条の資格審査の結果を申請者に通知するものとする。ただし、指名競

争入札において当該申請者を指名する場合は、この限りでない。 

(単独での入札参加の制限) 

第11条 競争入札に参加する共同企業体の構成員は、当該競争入札に単独で参加することは

できない。 

(審査結果又は指名の通知) 

第12条 第10条若しくは審査要綱第７条の規定による審査結果の通知又は地方自治法施行

令第167条の12第１項の規定による指名の通知は、当該共同企業体の代表者に対して行う

ものとする。 

(入札書) 

第13条 入札書は、共同企業体の代表者が作成し、当該共同企業体の名称及び代表者を表示

しなければならない。 

(契約書) 

第14条 建設工事請負契約の契約書には、各構成員の代表者が連名で記名押印し、当該共同

企業体の名称及び代表者を表示しなければならない。 

(共同企業体編成表の提出) 

第15条 共同企業体の代表者は、建設工事請負契約の締結後、速やかに共同企業体編成表(様

式第７号)を町長に提出しなければならない。 

(代表者の権限) 

第16条 工事の監督、請負代金の支払等契約に基づく行為については、すべて共同企業体の

代表者を相手方とするものとする。 

(その他) 

第17条 この告示に定めるもののほか、この告示の施行に関し必要な事項は、別に定めるも

のとする。 
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附 則 

この告示は、平成17年９月25日から施行する。




